様式第１号（第４条、第７条関係）
年度合理的配慮の提供の実践に向けた普及啓発活動等支援補助金　事業計画（報告）書
	１　事業の名称
	

	２　事業の目的
	

	３　事業の内容及び効果
	

	
	

	４　事業実施期間
	

	５　事業実施場所
	

	６　対象者・人数
	

	７　他の補助金の活用の有無
	有　・　無
※他の補助金等の活用の有無について、「有」、「無」のいずれかに○をしてください。
※「有」の場合は、活用する補助金等名やその事業内容、当該補助金等に係る問い合わせ先（補助金等を所管している部署名や団体名及び連絡先）を記載してください。

	８　消費税の取り扱い
	一般課税事業者・簡易課税事業者・免税事業者・
特定収入割合が５％を超えている公益法人等・
仕入控除税額が明らかでない一般課税事業者
※消費税の取り扱いについて、該当するものに○をしてください。

	９　特記事項
	


（添付書類）
  (1) 団体の概要、役員名等がわかるもの
  (2) 定款、規約または会則等
(3) 事業内容に関するもの（チラシ、レジュメなど）
